
令和７年度埼玉版ＦＥＭＡシナリオ作成等業務委託の 

公募型プロポーザルに係る参考資料 
 

 下記資料は、「令和７年度埼玉版ＦＥＭＡシナリオ作成等業務委託」の公募型

プロポーザルを実施するに当たり、当該業務の理解に資することを目的とし、参

考として提示するものである。 

 参照に当たっては、以下の点に留意すること。 

・ 各参考資料は、過年に作成したものを基に、公開用に加工したものであるこ

と。 

・ 令和７年度の業務実施において、各資料の記載や様式等に必ずしも縛られ

るものではないが、（２）イ～エは、令和２～６年までに実施した埼玉版 FEMA

図上訓練の結果を反映して作成していることに留意し、過年のデータを基

に更新することを原則とする。 

 

＜参考資料＞ 

（１）埼玉版ＦＥＭＡの概要 

（２）シナリオ 

 ア 訓練シナリオ（抜粋） 

 イ 役割分担表 

 ウ タイムライン 

 エ チェックリスト 



参考資料（１) 埼玉版ＦＥＭＡの概要

埼玉版ＦＥＭＡの趣旨

〇 平時において、災害や危機の詳細なテーマごとに対応する官民の組織、団体、企業等の関係機関の

役割分担や時系列での行動計画を明確にする。

⇒危機管理の要諦は想像力と平時の「準備」にある

〇 この取り決めに基づき危機・災害対応のシナリオを作成し、訓練を繰り返し、災害対応力を高めて

いく手法である。

⇒シナリオ作成や訓練を通して関係機関同士の「顔の見える関係」と「連携の強化」を推進する。

埼玉版ＦＥＭＡの特徴

〇 関係機関同士の「顔の見える関係」と「連携の強化」を推進する手法である。

（新組織を立ち上げるものではない）

【FEMA（米国緊急事態管理庁）】
・国土安全保障省（DHS）に属する米国の政府機関。緊急対応時にはFEMAに権限を一元化、実動部隊を備える。
・埼玉版FEMAでは、県は実動部隊を持たず専門家も限られているため、FEMAが災害に応じて様々な専門知識を有する政府機関
や民間を組み合わせ、実効性ある初動体制を迅速に行えるよう調整する機能に着目した。



シナリオ作成

具体的な被害を前
提に、関係機関の
行動を確認するシ
ナリオを作成

過去の実施状況

〇令和２～６年度 ：風水害、地震災害、大雪災害、火山噴火、国民保護（ミサイル着弾）、林野火災のシナリオを
一定程度作成・熟成（計２６回実施。延べ約1,220機関、約1,940人が参加）*令和6年度第6回の見込みを含む

〇令和６年度の内容：計６回実施
①「国民保護（弾道ミサイル）事案への初動対応」
②「風水害時における医療・福祉に関する避難生活支援（避難所での健康管理、生活再建）」
③「林野火災発生時における各機関の対応行動について」、④「大規模地震における帰宅困難者対策について」

⑤「地震発生時における物流オペレーション」、⑥「火山噴火時における降灰被害への対応」

本事業の受託者は、埼玉県で実施している様々な埼玉版ＦＥＭＡ訓練のうち、図上訓練
（検討会方式）及び事前検討会等の企画、運営、資料作成等の業務を行っていただきます。

図上訓練の実施方法

事前検討や
勉強会等

課題の抽出 シナリオを更新し
計画や訓練に応用

シナリオに基づき
訓練参加者等の関
係者で事前検討会
等を行い、課題や
問題点を抽出する

事前検討会の内容
を反映したシナリ
オに基づき図上訓
練を実施

シナリオに基
づく図上訓練

事後検証を行い、
新たな課題等を
明らかにする

明らかになった課
題等に基づきをシ
ナリオを更新し、
防災計画や他の訓
練に応用していく

本公募において実施する事業イメージ

〇 検討会方式（学習型訓練）で訓練を実施
• 進行役（ファシリテーター）」による質問と、参加者からの回答を繰り返す形式
• 質疑応答を通じて、各機関の対応を関係者間で確認・共有
• ロールプレイング方式ではなく、自由に意見を交わす方式
• 図上訓練実施前に関係者が参加する事前検討会、勉強会を必要に応じて実施する



シナリオ参考資料（２)

ア 訓練シナリオ（抜粋）・・・・・P2～9

イ 役割分担表・・・・・・・・・・P11

ウ タイムライン（抜粋）・・・・・P13～14

エ チェックリスト・・・・・・・・P16
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イ 役割分担表・・・・・・・・・・P11
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地 震 概 要 ・発生日時：令和7年12月19日（金）12時00分に地震発生

・震 源：都心南部直下

・地震規模：マグニチュード 7.3

・震 度：（ ７ ）東京都中央区、港区、墨田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、荒川区、足立区、江戸川区

（６強）東京都千代田区、新宿区、渋谷区、豊島区 等、埼玉県さいたま市、●●市、■■市 等

帰 宅 困 難 者 数 の 想 定

※１ 細部は東京都「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和4年5月）及び中央防災会議「首都直下
地震の被害想定と対策について（最終報告）」（平成25年12月）に基づく。

※２ 帰宅困難者数は「平日12時」の想定値を採用。
※３ ライフライン被害は、移動人口/滞留人口を踏まえて、「冬18時8m/s」の想定値を採用。

・東京都市圏：約640万人〜約800万人＊中央防災会議想定
・東 京 都：約453万人＊東京都想定

※帰宅困難者：地震後しばらくして混乱等が収まり、帰宅が可能となる
状況になった場合において、遠距離等の理由により徒歩等
の手段によっても当日中に帰宅が困難となる人。

ラ イ フ ラ イ ン 被 害 の 想 定

・断水：最大で約1,440万人(全体の3割)
・下水道：最大で約150万人が利用困難
・停電：最大で約1,220万軒(全体の5割)
・通信：(固定電話)最大で約470万回線(全

体の5割)、(携帯電話)基地局の非
常用電源による電力供給が停止す
る1日後に停波基地局率が最大と
なる、(インターネット)固定電話
回線の被災や基地局の停波の影響
により利用できないエリアが発生

・ガス停止：最大で約159万戸

＊いずれも発災後1か月程度でほとんどの地域で利用支障が解消される。
ガスにおいては供給停止が多い地域においても約6週間で供給支障が解消される。

前提（１）

※本訓練では状況を単純化するため、電気、水、
通信等のライフラインは利用可能と設定す
るが、実際には以下の被害が想定される。

なお、中央防災会議の想定によれば、公共交通機関が全域的に停
止した場合、一時的にでも外出先に滞留することになる人（自宅
のあるゾーン外への外出者）は、東京都市圏で約 1,700 万人、う
ち東京都で約 940 万人に上ると想定される。
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・発災1日後避難者数：避難者：●●市8,027人・■■市2,615人(内避難所避難者：●●市4,816人・■■市1,569人、
避難所外避難者：●●市3,211人・■■市1,046人)

・発災1週間後避難者数：避難者：●●市10,447人・■■市5,768人(内避難所避難 者：●●市5,223人・■■市2,884人、
避難所外避者：●●市5,223人・■■市2,884人)

・発災１か月後避難者数：避難者：●●市8,027人・■■市2,615人(内避難所避難者：●●市2,408人・■■市785人、
避難所外避難者：●●市5,619人・■■市1,831人)

・帰宅困難者数(埼玉県全体)：600,573〜667,146人

● ● 市 ・ ■ ■ 市 内 生 活 支 障 の 想 定

※１ 細部は、「平成24・25 年度埼玉県地震被害想定調査」に基づく。
※２ 避難者数、飲食・衛生機能支障は、移動人口/滞留人口を踏まえて、「冬18時8m/s」の想定値を採用。

過不足量(7日分)過不足量(３日分)
仮設

トイレ
(基)

生活
必需品
(枚)

飲料水(㎘)食料
(食)

飲料水
(㎘)

食料
(食)

6413,237-38926,035-27399,996●●市

25958,44220,401109,25020,664146,720■■市

・飲食/衛生機能支障

前提（２）
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前提（３）
 通勤・通学や買い物等により東京都内に滞在している多数の埼玉県民が、鉄道の運行停止によっ

て足止めされ、帰宅困難者となっている状況。

 行政による「一斉帰宅抑制」の呼びかけにも関わらず、 国道４号 、 埼玉県道４９号（足立越
谷線） 等を歩いて帰宅する人が発生。

国道254号

国道17号

国道4
号

足立越谷線
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フェーズ1
発災72時間以内の対応

フェーズ0 フェーズ1
発災前（日頃の備え）

フェーズ２
発災72時間以内 発災72時間以降
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・震源：都心南部直下
・地震規模：マグニチュード 7.3
・震度：（７）東京都中央区、港区、墨田区、江東区、品川区、目黒区、

大田区、世田谷区、荒川区、足立区、江戸川区
（６強）東京都千代田区、新宿区、文京区、台東区、渋谷区、中野区、

杉並区、豊島区、北区、板橋区、練馬区、葛飾区、八王子市、
武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、町田市、小金井市、
日野市、国分寺市、狛江市、多摩市、稲城市、
埼玉県さいたま市(西区、見沼区、中央区、桜区、浦和区、
南区、緑区、岩槻区)、川口市、春日部市、草加市、越谷市、
蕨市、戸田市、朝霞市、志木市、和光市、八潮市、富士見市、
三郷市、吉川市

※東京都内の震度分布は東京都「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和4年5月）、
埼玉県内の震度分布は中央防災会議「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報
告）」（平成25年12月）に基づく。

フェーズ0 フェーズ1
発災前（日頃の備え）

フェーズ２
発災72時間以内 発災72時間以降

12月19日（金）12時00分

○ 都心南部直下地震の発生。（No.4）

【出典】神戸市「阪神・淡路大震災「1.17の記録」」
https://kobe117shinsai.jp/area/nada/b069.php

阪神・淡路大震災（神戸市灘区の様子）

阪神・淡路大震災（大阪管区気象台の様
子）

【出典】気象庁「阪神・淡路大震災 写真集」
https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/1995_01_17_hyogonanbu/album.html#album1
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12月19日（金）12時30分＊発災後0.5h

【県災害対策課】【●●市】【■■市】
○ 鉄道が運行を停止し、首都圏のターミナル駅や繁華街において、買物客

や観光客を中心に多数の滞留者が発生。（No.5〜7）

フェーズ0 フェーズ1
発災前（日頃の備え）

フェーズ２
発災72時間以内 発災72時間以降

東日本大震災（北千住駅前の様子） 東日本大震災（国道4号の様子）

【出典】足立区「足立区の駅前滞留者対策」 https://www.city.adachi.tokyo.jp/saigai/20210407.html

7
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12月19日（金）12時30分（続き）
【県災害対策課】【●●市】【■■市】
○ 帰宅困難者に対して、どのように一斉帰宅抑制のアナウンスを行うか？

【県災害対策課】

【●●市】

【■■市】

フェーズ0 フェーズ1
発災前（日頃の備え）

フェーズ２
発災72時間以内 発災72時間以降
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○ 従業員等の一斉帰宅抑制のため、発災後どのような対応を取るか？
【株式会社YY】

【XX銀行】

【コンビニエンスストアZZ】

12月19日（金）12時30分（続き）
【株式会社YY】【XX銀行】【コンビニエンスストアZZ】

フェーズ0 フェーズ1
発災前（日頃の備え）

フェーズ２
発災72時間以内 発災72時間以降
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シナリオ参考資料（２)
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11

～地震時の建物損壊等への対応～

統
括
部

渉
外
財
政
部

総
務
部

県
民
安
全
部

農
林
対
策
部

給
水
部

産
業
対
策
部

環
境
対
策
部

救
援
福
祉
部

医
療
救
急
部

応
急
復
旧
部

住
宅
対
策
部

下
水
道
対
策
部

輸
送
部

文
教
部

議
会
部

応
援
部

支
部

市
町
村

消
防
本
部

警
察
本
部

陸
上
自
衛
隊

内
閣
府

(

防
災
担
当

)

熊
谷
地
方
気
象
台

電
力
・
ガ
ス
事
業
者
等

鉄
道
事
業
者

県
バ
ス
協
会

県
倉
庫
・
ト
ラ
ッ

ク
協
会

物
資
事
業
者
等

県
レ
ッ

カ
ー

協
会

県
建
設
業
協
会

帰
宅
支
援
ス
テ
ー

シ
ョ

ン

一
時
滞
在
施
設

本部、支部運営 ◎ ○

情報収集、施設応急対策 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

リエゾンの派遣、人的応援 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広報 地震、被害情報、住民への注意喚起 ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

活動拠点の開設・運営 ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○

消火・救出・救急活動、ヘリ調整 ◎ ○ ○ ◎ ○ ○

ＤＭＡＴ、医療活動 ○ ◎ ○ ○ ○

広域医療搬送 ○ ◎ ○ ○

応急危険度判定 判定員の参集、配分、判定 ○ ◎ ◎

一時滞在施設の開設、運営 ○ ○ ○ ○ ◎ ◎

駅利用者の安全確保 ○ ○ ○ ○ ◎

徒歩帰宅支援 ◎ ○ ◎ ○ ◎

要配慮者の移送（バス、河川船運） ○ ○ ○ ◎ ○ ○

避難所、緊急避難場所の開設・運営 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

避難指示、避難誘導、移送 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

物資拠点の開設・運営 ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

物資の調達、供給、輸送 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○

電気・ガス・上下水道の復旧 ○ ◎ ◎ ◎ ◎

公共交通機関の運休、復旧 ○ ○ ◎ ◎ ◎

道路対策 道路規制・啓開・復旧 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

【凡例】◎：主要機関（Primary）　○：支援機関（Secondary）

ラ
イ
フ

ラ
イ
ン

役割分担表

物資供給・輸送対策

県

全
般

県本部運営

関係機関 民間

 
                          組織名称

 
   対処事項

応
急
対
応

被
災
者
支
援

救出・救急活動

医療救護等対策

帰宅困難者対策

避難対策

ライフライン対策

令和７年度埼玉版ＦＥＭＡシナリオ作成等業務委託

公募型プロポーザルに係る参考資料



シナリオ参考資料（２)

ア 訓練シナリオ（抜粋）・・・・・P2～9

イ 役割分担表・・・・・・・・・・P11

ウ タイムライン（抜粋）・・・・・P13～14

エ チェックリスト・・・・・・・・P16

12



タイムライン（時系列の行動計画）１
～地震時の建物損壊等への対応～

埼
玉県

フェーズ１
発災直後（発災６時間まで）

フェーズ２
発災１日目まで

フェーズ３
発災３日目まで

フェーズ４
発災７日目まで

フェーズ５
復旧（発災１週間以降）

０県本部運営【統括】＊BCP関連に限定。地域防災計画上は「４応急対応力の強化」の一部

＜行政機能＞

・県の行政機能の確保状況の把握【全部局】
・市町村の行政機能の確保状況の把握【統括】

１自助、共助による防災力の向上【県民】【救援】

＜ボランティアとの連携＞
・情報共有会議の設置【県民】
・彩の国会議やＮＰＯなどの団体のボラティア

の調整【県民】
・県災害ボランティア支援センターの設置

【救援】

＜対策本部＞
・第１回本部会議開催【統括】

（知事 緊急アピールの実施）

＜執務環境＞
・県施設の被害、安全確認【総務】
・庁舎が危険な場合：代替庁舎に本部移設
【統括】
・関係機関との通信手段の確認【統括】

＜人＞
・幹部（知事、副知事）の安否確認【統括】
・職員の安否、参集確認【総務】

令和７年度埼玉版ＦＥＭＡシナリオ作成等業務委託

公募型プロポーザルに係る参考資料

チェックリストと
連動

13



タイムライン（時系列の行動計画）２
～地震時の建物損壊等への対応～

埼
玉県

フェーズ１
発災直後（発災６時間まで）

フェーズ２
発災１日目まで

フェーズ３
発災３日目まで

フェーズ４
発災７日目まで

フェーズ５
復旧（発災１週間以降）

２災害に強いまちづくりの推進【関係部局】

３交通ネットワーク・ライフライン等の確保【応急、統括、給水、下水、渉外】

＜ライフライン施設の応急対策＞
・道路・ﾗｲﾌﾗｲﾝ調整ﾁｰﾑによる調整【統括】
・統括部情報班による情報収集
－電気施設の被害状況の把握【統括】
－ガス施設の被害状況の把握【統括】
－上水道施設の被害状況の把握【給水】
－下水道施設通信の被害状況の把握【下水】
－電気通信施設の被害状況の把握【統括】

＜道路ネットワークの確保＞
・道路被害状況の把握【応急】
－道路パトロールの実施
－協定先建設事業者による道路の安全確認

・道路施設の応急対策
－道路管理者による応急対策の実施【応急】

・緊急輸送道路の応急復旧
－道路・ライフライン調整チームの設置
【統括】【応急】
－道路啓開計画（優先啓開ルート、災対法に基
づく区間指定、啓開体制の確保 等）
・優先啓開路線の決定【統括】
－道路被災情報を関係機関への伝達【応急】

＜道路ネットワークの確保＞
・緊急輸送道路の応急復旧【応急】
－道路啓開を関係機関に依頼

（道路管理者、県建設業協会・県レッカー協会）
・応急復旧の広報【応急】

－道路啓開区間の道路利用者への周知

＜公共建築物等の応急対策＞
・不特定多数の利用者の避難誘導【関係部局】

＜発災時のエネルギー供給機能の確保＞
・防災活動拠点等へのエネルギー供給継続のための調整【統括】

＜公共建築物等の応急対策＞
・応急危険度判定の実施【関係部局】

＜公共建築物等の応急対策＞
・再開計画の策定【関係部局】
（被害が大きい場合）

＜交通施設の応急対策＞
・交通施設の被害状況の把握【統括】

（医療福祉）生命保護を最重点とした措置
（危険物）危険物の流出及び拡散の防止
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0-4代替庁舎に本部移転
機関名・部局名
シナリオ フェーズ 大項目 県災害対策本部

チェック

☐

☐

☐
☐

☐

☐
☐
☐
☐

<参考＞ 地域防災計画

県・総務部、統括部
地震時の建物損壊等への対応 １発災6時間後まで

対応 ・調査の結果、庁舎が危険な場合︓代替庁舎に本部移転

活動内容・手順 根拠・マニュアル等
＜災害対策本部の中枢機能施設（危機管理防災センター）が使用不能の
場合＞

・【危機】県業務継続計画P28

代替順位１︓本庁舎
代替順位２︓本庁舎以外の庁舎
代替順位３︓浦和合同庁舎
代替順位４︓熊谷スポーツ文化公園陸上競技場等

危機管理防災センターには免振装置があり、震度７相当の揺れを震度4程度に
軽減される。

R4第3回FEMA
R5第3回FEMA

戻る
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